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1. はじめに

 土木学会地盤工学委員会の火山工学研究小委員会

では, 1995年9月 より火山工学という新 しい工学の

確立を目指して活動を続けている. 火山工学を総合

的な工学として確立させるために, 理学, 農学, 医

学, 社会学, 法学, 経済学等とも連携させた活動を

行っている. この結果, 火山工学研究小委員会は, 

火山工学という新しい工学の認識を深めるとともに

その研究範囲を明らかにした1). 引き続 き, 1995年

度までの成果をもとに1996年 度以後, 火山工学研究

小委員会内に「火山地域の施工. 利活用分科会(第1

分科会)」と「活火山地域の防災分科会(第2分 科会)」

を設けて調査研究を継続している. 

 火山災害に対する防災対策は, ハード, ソフト面

とも, 地震災害や風水害対策に比べると整備が遅れ

ている. この原因は, 火山災害の発生頻度が地震, 

豪雨および台風に比較して小さいためと, 被害が活

火山の周辺に限られることが多いために, 国レベル

の対策の対象になりにくい側面がある. しかし, 一

旦火山が噴火すると雲仙普賢岳の火山災害の例でも

明らかなように, 災害が継続し, ハード対策や被災

者の生活再建にただちに着手できないなどの制約が

あり, 既存の防災対策だけでは火山災害対策は不十

分であることが明らかになっている. 雲仙普賢岳の

火山災害対策ではハザー ドマップの避難対策への活

用, 砂防ダム工事への無人化施工の導入, 砂防工事

の応急 ・緊急対策の導入, 雲仙岳災害対策基金の設

立等がなされたが, 特化された1つ の事例に終わっ

ている. 総合的な活火山地域の防災対策の確立はこ

れからの課題である. 

 活火山地域の防災対策は火山学や防災工学の専門

家によって個々の火山についてなされているのが実

情である. 活火山地域の防災対策を確立するために

は, 火山学や地質学の専門家による噴火予知, 活動

監視に加えて, 工学の専門家による火砕流, 山体崩

壊, 土石流などに対する力学的シミュレーション技

術の活用が必要である. これらの成果に基づいて, 

ハザードマップの作成・活用, 噴火シナリオの作成, 

災害波及, 被害想定などの考え方および方法を明ら

かにした上で, 土地利用, 都市計画, まちづくり, 

防災施設の配置, 地域防災計画および復興計画の策

定を行うべきである. しかし, 現在までのところ, 

このような視点からの研究は十分に行われていない. 

 そこで, 本分科会では, 火山学や地質学の専門家

に加えて, 砂防工学, 防災工学, 災害心理学, 防災

計画学, 医学の研究者および防災行政の担当者の参

加を得て, 活火山地域の防災のあり方について, 横

断的な調査研究を行っている. このような取り組み

によって, 実効性のある活火山地域の防災のあり方

が, 学問や行政の枠組みを越えて検討できることが

期待される. 

 本研究は, これまでの分科会の活動成果をとりま

とめ, 活火山地域の防災対策の確立に向けて現状の

把握と課題を示している. 

2. 活火山地域における防災対策の現状と体系

 化の必要性

(1)活 火山地域における防災対策の現状

a)防 災対策の検討状況

 雲仙普賢岳の火山災害は国レベルの活火山対策の

在り方にさまざまな問題を提起した. 活火山の防災

対策に関係する国土庁, 消防庁, 建設省等の行政機

関, 地震保険を取り扱う損害保険料率算定会等が火

山災害対策を検討し始めた. これらの検討は防災ア

セスメント又は被害想定をした上で, 実効性のある
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活火山対策を行なったり, 防災施設の整備効果を把

握することを目的としている. 

 本分科会の主査である高橋(長 崎大学)は, 「砂

防事業経済効果把握手法研究会」(建設省九州地方建

設局雲仙復興工事事務所, 1994, 1995年 度), 「火山

災害に伴う被害影響評価調査ワーキング会議」2)(建

設省東北地方建設局福島工事事務所, 1996年 度), 

 「火山災害研究委員会」3)(損 害保険料率算定会, 

1994～1996年 度)等 に委員として参加した. それら

の委員会では, 火山災害の発生のシナリオ, 被害シ

ミュレーション, 影響範囲, 直接被害. 間接被害の

評価, 防災施設による被害軽減効果の評価手法, 費

用対効果を議論し, 火山地域の防災対策のあり方, 

火山保険の可能性等が検討された. 火山災害研究委

員会では, 火山の噴火歴等を災害の観点から再整理

することや有史以後ではなくて2, 000年 間の火山

活動歴を対象にするなど, リスク評価の立場から火

山災害の見直しがなされた. また, 火山噴火のシナ

リオに従って, 被害の拡大と影響の評価がなされた. 

火山災害研究委員会において, 総合科学としての火

山工学の必要性や外国の火山対策も研究の視野に入

れるべきとの指摘がなされた. 

b)火 山噴火時の応急対策マニュアルの作成

 1994, 1995年 度には自治省消防庁において 「火山

噴火災害時における応急対策活動のあり方に関する

調査研究委員会」および 「火山噴火災害応急対策シ

ステムに関する調査研究委員会」が設置された. 地

震および風水害については, 災害の態様や地域特性

に応じた実効性の高い応急対策に関する検討が行わ

れ, 地域防災計画や災害時の応急対策マニュアル等

が整備されている. しかし, 火山災害に対しては災

害予測が困難なことなどから, 総合的な応急対策シ

ステムの検討が行われていなかった. そこで, 消防

庁は上述の2委 員会において, 火山災害時の応急対

策計画の策定および運用のためのマニュアルを策定

するための調査研究を行った. この成果として, 火

山噴火災害応急対策(計 画策定, 計画運用)の あり

方を示した. 消防庁の報告4)によれば, 火山地域の

地域防災計画の平常時の対策として, 「事前に対象

火山の特性に応じた防災アセスメント又は災害想定

を行い, 実施後はその結果を地域防災計画に登載し, 

当該市町村の火山噴火災害対策の前提 ・目安として

の位置づけを明確に定めておく」としている. 

c)新 防災基本計画における位置付け

 1995年1月17日 の未明に発生した阪神 ・淡路大

震災は, 我が国が災害に見舞われやすい自然条件下

にあること, 現代社会は自然災害に対して脆弱であ

ることを改めて強く認識させた. 中央防災会議は, 

1995年7月 に防災基本計画を改訂した. 新防災基本

計画5)では, 具体 的かつ実践的な計画とすることを

基本方針としている. 防災基本計画の火山災害対策

編において, 「国および地方公共団体は適切な土地

利用の誘導, 警戒避難対策の推進, 住民等への情報

提供等を効果的に行うため, 各火山の特性を考慮し

た火山に関するハザードマップの整備を推進するも

のとする」, 「地方公共団体はそれぞれの火山の特

性を考慮して, 防災マップ, 地区防災カルテ, 火山

に関するハザー ドマップ, 火山災害時の行動マニュ

アル等をわかりやすく作成 ・配布し, 研修を実施す

る等防災知識の普及啓発に努めるものとする」と述

べられている. 火山災害のシミュレーション結果に

基づいた実効性の高い火山災害対策を行うことが示

されているが, 具体的な方針を示すに至っていない. 

(2)活 火山地域の防災分科会の活動のフレーム

 雲仙普賢岳の火山災害の教訓やその後の火山災害

に対する検討では, 防災アセスメントに基づいた実

効性のある活火山地域の防災対策を体系化すること

が求められている. 本分科会では, 各自の専門領域

を活火山地域における防災という観点から見直し, 

火山噴火と噴火予知, 土砂移動現象の力学シミュレ
ーション, 防災アセスメント, ハザー ドマップの作

成と活用, 防災施設の整備等の社会基盤整備のあり

図一1 第2分 科会の調査研究の流れと本研究展望の構成
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方をとりまとめ, 次いで, 地域防災計画 ・復興計画

の策定の方策を検討している. 本分科会発足当初か

ら議論を重ねてまとめられた活動のフレームを基に

本研究展望の構成を示すと図-1の とおりである. 本

分科会の委員会構成は付表-1に 示すとおりである. 

また, 付表-1に は本研究展望の執筆者を示している. 

3. 火山活動と噴火の予知

 (1)火 山活動の概要

a)国 内外の著名な火山と火山活動

 一般に, 珪酸分に富むマグマ(珪 長質マグマ)は

粘性が高くしかも揮発性成分に富むため爆発的な噴

火を起こし易く, それに伴う火山災害の程度も大き

いことが知られている. ここ20年 間で起きた主な珪

長質マグマの噴火として, 合衆国セントヘレンズ火

山(1980年 ～1985年), フィリピンのピナツボ火山

(1991年), 雲仙普賢岳(1990年 ～1995年), カリ

ブ海のスーブリエールヒルズ火山を挙げることがで

きる(図-2). セントヘレンズ火山では山体崩壊が引

き金となって大爆発が起き, その噴煙が成層圏を突

き抜ける程上昇した. 山体崩壊の堆積物が火口から

20kmを 越えて広がり火砕流も発生した(図-3). ま

た, ピナツボ山は, 1991年 に, セントヘレンズより

も大きな規模で噴煙柱を上げる大噴火を起こした. 

この噴火では火砕流が四方八方へ約20km流 下した.

これらに比べて, 普賢岳では溶岩 ドーム噴火で始終

し, 溶岩崩落によって発生した火砕流の広がりも

高々6kmで あった, スーブリエールヒルズ火山では, 

雲仙普賢岳とよく似た溶岩 ドームの噴火で始まった

が, 溶岩の噴出率は時間と共に増大し1998年 春まで

活動が継続した. また, この噴火の途中にはしばし

ば規模の大きな爆発的噴火を発生した. 

 これらのうち, スープリエールヒルズ火山を除い

て, 噴火に関与したマグマ(溶 岩)の 組成はすべて

珪酸分の多いデイサイ トであり組成的にお互いに酷

似したものであった. マグマの液体部分(メ ルト部

分)だ けを取 り上げると, スーブリエールヒルズ火

山も含めて, 全て同じ流紋岩組成であった. また, 

4火 山の噴火の溶岩ともに, 地下のマグマ溜まり内

において晶出していた結晶(斑 晶)と して角閃石を

含有するため, いずれのマグマとも元々は同程度の

揮発性成分量を持っていたと考えられる. しかし, 

噴火は4者4様 であった. これらのことは, 火山噴

火の規模や様式が決してマグマの組成で決まってい

る訳ではなく, マグマが上昇中に遭遇する複雑な機

構によって支配されていることの証である. 

図-2 最近20年 間に起きた主な珪長質マグマの噴火

図-3 最近起きた珪長質マグマの3大 噴火による火砕流

 な どの堆積物分布状況. 

ピナツボ1991年 噴火

セン トヘレンズ
1980年 噴火

雲仙普賢岳
1990-95年 噴火

図-4 火山噴火の爆発度を示す指標 の

火 山 爆 発 指 数(VEI: Vo1cono Explosivily lndex)
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b)火 山活動の特徴

 噴火の規模を表すものとして火山爆発指数(VEI: 

Volcano Explosivity Index)6)が提案されている(図

-4). この指数は1回 の爆発で放出されたマグマの量

に基づく. 上に挙げた火山のうち, 規模の最も大き

かったピナツボ火山の噴火がVEI 6で あるのに対し, 

最も穏やかであった普賢岳噴火は2で あった. VEI

が7以 上の巨大噴火は世界的に見ても非常に稀であ

る. 巨大噴火が世界中で起こる間隔は1一般的に長く

数百年から数千年の間隔である7). 一方, VEIが3

以下の小噴火は頻繁に起こり, 日本でも毎年複数の

火山で発生する. 例えば, 三宅島や伊豆大島のよう

な, 粘性の低い玄武岩溶岩を噴出する火山では噴火

の間隔が比較的短く, それぞれ約22年 と約35年 と

いう良い規則性が認められる. 高粘性のデイサイト

質火山岩からなる火山でも規則的な噴火間隔が認め

られることがあるが, その間隔は数百年と長い. 

 噴火は無秩序に起こっているわけではなく, 一定

の噴火のサイクルや規則性がある. 特に, 積算噴出

量と噴出時間の関係を示す 「階段図」は, 火山毎に

特有の平均的な噴出率があることを示している. 階

段図からはその火山が噴火時期予測型か噴出量予測

型かを検出することができる. これは規則性が階段

の上面にあるか下面にあるかによる. 図一5には雲仙

普賢岳の階段図を示す8). 噴出 物は溶岩の体積に換

算してある. また, 逆三角形は火砕流を伴う溶岩 ド
ーム噴火を示す. しかし, このような階段図の規則

性が地下のどのような機構を反映しているのかは厳

密には解明されていない. 

 (2)噴 火の予知

a)噴 火の前兆と経験則

 噴火の場所や時期を予測する噴火の予知は, 以下

に示すような, 主に地球物理学 ・地球化学的手法で

噴火の前兆現象をとらえることによって行われる. 

 1)火 山体での地震(火 山性地震)の 増加と移動

 2)発 生する地震の特性変化(火 山性微動の発生)

 3)火 口付近の地殻変動の増加(傾 斜・伸縮変動, 

 光波測距やGPSに よる変化)

 4)火 口付近の重力 ・電磁気的な変化(磁 力強度

 や比抵抗の変化)

 5)火 山ガスの量, 温度, 組成の変化

 6)火 口近傍の表面的変化

 これらの前兆現象はマグマが火口へ接近すること

によって起こされるものである. 噴火の予知には, 

過去に起きた複数の噴火で見られた前兆現象の推移

からある規則性を導きだし, それに観測される現象

を当てはめて診断するという手法がとられる. 例え

ば, 桜島では南岳が噴火を頻繁に繰 り返しており, 

京大防災研究所附属火山活動センター(桜 島火山観

測所)が 山腹に設置した傾斜計や伸縮計の変化から

噴火の前兆を読み取り噴火の予知を行っている. こ

れは噴火直前に山頂部が隆起することを利用したも

のであり, 山頂噴火を自動的に予知するシステムを

開発して70%以 上の成功率を上げている9). 

 しかし, 桜島は噴火を頻繁に繰り返す 日本でも稀

な火山であるため, ほかの噴火回数の少ない火山で

このような経験則を得ることは困難である. また, 

桜島での経験が他の火山にも直接当てはまるわけで

はない. 例えば, 伊豆大島火山の1986年 噴火では, 

噴火直前には地震 ・磁力 ・重力などの異常な変化が

急激に発生した一方で, 火口域のみが逆に沈降する

という現象が現れた. 当時は, 後者の現象を重視し

たために噴火開始を予知することに失敗している. 

また, 火山活動を監視していない火山の噴火予知は

困難である. 九重山, 秋田焼山, 新潟焼山等の最近

の噴火やその類似現象のように, 抜き打ち的であっ

ても噴火が小規模であるうちは問題が少ない. しか

し, 噴火間隔が長くより規模の大きな噴火が起こり

うる火山(例 えばカルデラ噴火を起こす火山)で の

監視の漏れは大災害をもたらす危険性が予想される. 

b)噴 火の推移予測

 いったん開始 した噴火の推移予測は, 噴火に伴う

災害の期間や規模を予測する上で不可欠である. こ

れらは下に示すように主に地質学 ・史料学的データ

に基づいて行うことが可能である. 

 1)古 文書による過去の噴火の推移

 2)堆 積物から読み取れる噴火の推移

 3)階 段図に基づく噴出量予測

 4)初 期噴出マグマ物質からの予測

 似た様式の噴火が繰 り返す場合には, 地質調査に

基づく情報や古文書調査から過去の噴火経歴を洗い

図一5 雲仙普賢岳の階段図8)
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出し, 噴火がどのような推移をたどるかについてあ

る程度の予測が可能である. しかし完全なわけでは

ない. 例えば, 雲仙火山の地質調査や古文書調査は

1990年 の噴火前まで多く行われていた. しかし, 普

賢岳の噴火開始時に溶岩 ドームが崩れて火砕流が発

生する危険性を指摘できた科学者はいなかった, こ

こでは直近の噴火(1792年)で 溶岩流の山腹流出の

みが起きた事件が背景にあった. また, 伊豆大島火

山の1986年 噴火ではカルデラ床とカルデラの外斜

面にできた割れ目から噴火が起きた. 大島火山には

北西-南 東に走る割れ目火口から過去の噴火が起き

たことは既知のことであったが, 山頂火口以外で噴

火が起こる可能性は低いと見なされていた10). これ

は過去数百年間の噴火が中央火口の溶岩流出だけで

あったためである. これらは直近の噴火経歴にのみ

基づく噴火予知の危険性を示唆している. 

 階段図を適用することによって, 噴出時期のおお

よその検討がつくことのほか, いったん始まった噴

火でどれくらいのマグマが噴出されるかを大雑把に

予想することができる. 一方, 初期に放出された噴

出物からその後の噴火様式の推移を予想することは

ある程度できる, 普賢岳噴火ではマグマ物質が初期

の水蒸気爆発で放出され, 溶岩 ドーム出現以前に, 

本格的なマグマ噴火に移行することが予測されてい

た6). しかし, 同様なマグマ物質は九重山の1995年

噴火の際にも認められたがマグマ噴火には至らなか

った. 

c)防 災への適用

 このような火山毎の噴火様式の特性や規則正しい

噴出率の関係を用いて, 現段階で科学的に十分な物

理モデルを与えることは不可能である. また, これ

らを噴火予知に適用する段階に至っていない. しか

し, これらの特徴を, 噴火様式の推移予測や火山災

害の軽減に活かすことは現時点でも十分に可能であ

る. 過去の噴火経歴を定量的に調べ上げ, 火山災害

履歴図やハザードマップ, 階段図を火山毎に作成す

ることが重要である. 

4. 火山の土砂移動現象の数値シミュレーシ ョ

 ン

 セントヘレンズ火山, ピナツボ火山, 雲仙普賢岳

等で噴火活動がみられ, 火砕流等による一次的な災

害をもたらしている11). 地盤表層部が火山噴出物か

らなる地域では地震や地球環境の変化(エ ルニーニ

ョ, 温暖化等)に よるとみられる異常気象(集 中豪

雨, 氷の融解等)に 起因する土石流, 火山泥流, 岩

盤 ・岩石の斜面崩壊による二次的な災害が生じてい

る12),13). これらの土砂移動現象を解析するための

手法としては, 火山噴出物を連続体とみなすものと

図一6 桜島大正溶岩流の累加噴出量

図-7 桜島大正溶岩の流下範囲の時間的変化

● 計算結果 ○ 石原らによる推定

(a)14時 間 後

(b)44時 間後

(c)100時 間後
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不連続体とみなすものとに大別される. これらのア

プローチは流体を重視するか固体を重視するかの工

学的な利用目的によって使い分けられるべきもので

ある. 本章ではこれらの手法の概要を紹介する. 

(1)連 続体力学からのアプローチ

 溶岩流や火砕流, 泥流等のシミュレーション手法

のひとつに, 現象を支配する時間と空間に関する微

分方程式系を数値積分する方法がある. このとき, 

これらの現象は変形しながら運動するので, 擬塑性

流体として取り扱われ, その流れの構成則が興味の

中心となる14). 流れの構成則はマクロ的な運動に対

応して求められ, たとえば離散的な構造を持つ火砕

流や土石流 ・泥流を対象として得られた構成則は, 

空間平均された連続体モデルとしての意味を持って

いる. したがって, 連続体モデルは粒子に比べ十分

大きな空間にわたって空間積分したときに, 積分領

域全体の運動と一致している必要がある. また, 数

値計算の実行にあたっては, 工学的な課題が現象の

平面的なひろがりや挙動であることが多いこととそ

の取扱の容易さから2次 元浅水流方程式を支配方程

式として用いることが多い. この手法はすでに防災

対策を検討する際やハザー ドマップを作成する際に

広く用いられており成果を上げている15),16),17).

 ここでは連続体モデルによる数値 シミュレーシ

ョンの実例を紹介する.

 まず, 溶岩流をとりあげ, 桜島の大正溶岩に適用

した例を示す18). 溶岩の材料特性については石原ら

による成果が用いられている19). 数値シミュレーシ

ョンに必要な溶岩の供給は, 同一の物性を持つ溶岩

がマグマだまりから火道を通るとしてモデル化され

ている18). 石原 ら19)により 記録写真から推定され

た火口からの溶岩の噴出量との比較が図一6に 示さ

れているが, 両者は極めてよい一致を見ている. 

 図-7に 数値シミュレーション結果と石原 らによ

る記録写真からの推定流下範囲の比較が示されてい

るが, 両者がよく一致していることが分かる. 

 1991年6月3日 の42名 もの被害者を出した雲仙

普賢岳の火砕流における数値シミュレーション結果

を示す20),21). 図-8にシミュレーションから得 られ

た火砕流の到達範囲と実績との比較が示されている

が, これらの成果がその後の溶岩 ドームの成長に応

じて作成された火砕流ハザードマップの検討に生か

された16), 

図-8 1991年6月 雲仙・普賢岳で発生した火砕流の再現

   計算

(a)6月3日 火砕流とその再現計算

(b)6月8日 火砕流とその再現計算 

図-9 眉山崩壊と有明海への突入による津波の形成伝播

1s

(a)崩 壊1秒 後

30s

(b)崩 壊30秒 後

100s

(c)崩 壊lOO秒 後

(d)有 明海への土塊の突入による津波の形成と伝播
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 火山活動に伴う火砕流や山体崩壊は直接的に山

麓を中心とする集落等に壊滅的な被害をもたらすが, 

そのような火山が海域などの水域に隣接していると

大量の土砂が水域に突入することにより津波状の段

波を生じることがある. 1792年 に眉山渤壊により生

じた通称島原大変肥後迷惑と呼ばれる災害はその典

型的な例であろう. 図-9に は眉山の崩壊から有明海

での段波の形成と伝播について計算を行った例が示

されているが22), 23), 24), 25), このような複雑な現象

に対 しても連続体モデルによる数値シミュレーショ

ンは比較的容易に適用することができる. 

 その他にも, 泥流26)や土石流27)に関す るシミュ

レーションも数多く行われている. 

 現在の連続体モデルによる数値シミュレーショ

ン技術のレベルは一応の計算が可能という段階にあ

るといえよう. しかし, たとえば, 実用的なレベル

での火砕流や土石流等の数値シミュレーションでは

均一粒径しか扱えない. したがって, 実際に計算条

件を設定する際には流れを支配する代表粒径に関す

る力学的 ・物理学的考察が重要なキーポイントの一

っとなる. また, 大規模崩壊土塊の滑動のように現

象によってはそのメカニズムが十分な精度で解明さ

れたとはいえないものもあり, これらの問題につい

ての基礎研究のさらなる進展が必要である. また, 

支配方程式に平面2次 元浅水流方程式を用いている

ため, 現象によっては, たとえば溶岩 トンネルの形

成とその後の溶岩の流出過程のような計算ができな

い. 

 一方, 数値シミュレーションを行うには計算に必

要な数多くの物理的パラメータを定める必要がある. 

そのための調査法および計算条件の設定法と計算結

果の評価法に関する基本的な考え方等, 現場に適用

する際の諸問題についてもさらなる検討と経験の蓄

積が必要である. 

(2)不 連続体としての火砕流, 土石流, 火山泥流

 の解析

 火砕流, 土石流, 火山泥流は岩塊 ・土塊(固 体)

とそれらの間隙を満たす水蒸気 ・ガス(気 体), 間隙

水(液 体)か らなる多相混合体である. 火砕流では

気体の温度依存特性が挙動の解析に重要であり, 土

石流, 火山泥流では固体と液体との相互作用特性が

重要である. 

 多相混合体を不連続体とみなす手法の一つに, 離

散要素法(Discrete Element Method, DEM)が ある28). 

離散要素法には固体を剛体, 弾性体とみなすもの, 

固体粒子間にバネ, ダッシュポット, スライダーを

入れるものなど多くのモデルが提案されている29). 

このような土砂移動現象を不連続体とみなしての数

値シミュレーションは砂防ダム, 橋脚, 河川, 堤防, 

河床への衝撃力, 土砂の堆積挙動, 落石挙動等を評

価するために有効である. ここでは, 北村らが提案

している最も単純なモデル30)を紹介 する. 

 図-10は, 斜面上に堆積した多相混合体(例 えば, 

火山堆積物)を 想定した400個 の粒子集合体(円 板)

の二次元流れのシミュレーション結果の一部を示し

ている31). すなわち, 粒子間力をある条件で低下さ

せていった場合, 626. 2秒 後に崩壊が始まることと

638. 2秒 後の崩壊状態を示している. この計算は実

際の火山活動とは直接的に関係していないが, この

アプローチは降雨に伴う斜面崩壊のすべり面の位

置・形状, あるいは土石流 ・火山泥流の開始 ・流動 ・

堆積状況を解析する方法として発展する可能性があ

る. 

5. 火山ハザー ドマップの現状 と新たな展開

 火山ハザー ドマップは, 日本語で 「火山災害予測

図」と呼ばれ, 火山が災害を及ぼす可能性のある範

囲を示す地図である. 火山ハザー ドマップには, 災

図-10 数値実験結果の一例

T=626. 2(秒)

T=638. 2(秒)
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害事象とその程度, あるいは災害危険度が表現され

ていなければならない. 当該火山の噴火の特質を良

く知った上で災害予測を行い, 災害の危険区域と危

険度を評価することが大切である. 活火山地域の防

災対策を考える上で, ハザー ドマップは次のように

位置付けられる. 

(1)火山ハザー ドマップは, 対象とする火山で発生が

予想されるあらゆる火山現象について, その発生確

率, 規模, 影響範囲, 時系列的変化等を分析 ・予測

したもので, 防災対策を考える上での基本(前 提)

条件となるものである. 

(2)火山ハザードマップは, 単なるマップ(地 図)で

はなく, シミュレーション等各種の解析成果を含ん

でおり, ハ-ド 対策としての施設の種類と規模, 設

置位置等の決定に活用するとともに, 避難計画など

のソフト対策にも活用されるものである. 

 以上の位置付けをふまえて, 海外と日本の火山ハ

ザードマップの現状について紹介する. 

(1)海 外の火山ハザ-ド マップの現状

 海外では, すでに20数 年前から火山ハザー ドマッ

プが作成されている. その災害危険度の表示方法を

見ると, 次にように分けられる. 

a)現 象別表示法

 火山噴火に伴って発生する溶岩流 ・火砕流・泥流 ・

降灰等の危険区域を個別に表示するもので, ネバ

ド・デル ・ルイス火山(コ ロンビア, 図-11)や セン

トヘレンズ火山(ア メリカ, 図一12), マヨン火山(フ

ィリピン)な どに代表される, 

b)全 体表示法

 複合する災害現象をまとめて表示するもので, そ

の呼び方は国によって次のように異なる. 例えば, 

インドネシアの立ち入り禁止区域 ・第1種 危険区

域 ・第2種 危険区域等, ニュージーランドの最重要

危険域, 危険区域等がある, 

c)そ の他, 避難状況等

 特殊なものとして, 溶岩流だけを扱ったもの(マ

ウイ島等)や, 降下火砕物だけを対象としたもの等

がある. 避難情報図をつけているものは, ララバウ

ル島やカルカル島(パ プアニューギニア)が 代表例

に挙げられる. 

(2)日 本の火山ハザー ドマップの現状

 日本で最初に公開された火山ハザー ドマップは, 

1983年 に北海道の森町を中心とした駒ケ岳火山防

災会議協議会が火山噴火地域防災計画図の中で表示

した危険区域図であった. 続いて北海道の上富良野

町が1986年 に, 美瑛町が1987年 に十勝岳の緊急避

難図を作成した. 

 近年一般的になってきた火山ハザードマップ作成

のための指針は, 1992年 に国土庁が策定した 「火山

噴火災害予測図作成指針」33」と1992年 に建設省が

策定した 「火山災害予想区域図作成指針(案)」34」が

ある. 両者の大きな違いは, 前者が一般住民に活用

されるという点である. さらに, 前者の作成目的は, 

予測図を作成することにより, (1)地域防災計画への

反映, (2)土地利用規制等の行政施策, (3)住民等に対

する啓発等の対策のためであるが, 後者の目的は火

山砂防事業および火山噴火警戒避難対策事業による

ハード, ソフ ト両面の対策を効果的かつ円滑に実施

することにある. 

 一般的に火山ハザードマップとは, 住民用のマッ

プのことを指す. 日本ではすでに表-1に 示すように

18火山で周辺住民に配布されている. マップの表示

方法はまちまちであるが, いずれもイラス ト等を用

いて噴火や前兆現象, 噴火時の防災行動や心構え, 

非常持ち出し品リスト, 防災関連施設等をわかりや

すく示している. またマップの体裁もポスター型(掲

示用). 折りたたみ地図型(保 存用), 冊子型(保 存

図一11ネ バ ド ・デ ル ・ル イ ス火 山 のハ ザ ー ドマ ップ32)

溶岩流爽害の可能性大

喀営慌災害の可俺性あり

火研流炎害の可能性大

火榊流集害の可俺性あり

泥侃興密の可能性大

1985年噴火の泥流分布

図-12セ ン トヘ レンズ 火 山 のハ ザー ドマ ップ
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(3)GlSの 利活用による新たな展開

GIS(Geographic Information System)は, 「地理情

報システム」と呼ばれ, さまざまなデータ(情 報)

と地図データと結び付けて扱うしくみの全体をいう. 

 火山ハザー ドマツプは, ペーパー時代からコンピ

ューターで管理する時代へと変 りつつあり, その中

心に位置するのがGISハ ザー ドマップである. 

a)G1Sデ ータベ一スとその活用

 対象火山周辺の地形情報, 土地利用情報, 道路ネ

ツトワーク情報, 行政情報等を図形情報として入力

し, 属性データとして家屋や人口, 行政機関, 避難

場所等を入力することによってデータベースとして

いつでも利用できる(図 一13参照). 

 さらに, デジタル化した地形情報を用い, 各種災

害現象のシミュレーションが容易に可能で, シミュ

レーション結果のデータと保全対象の重ね合わせに

より, 時々刻々変化する状況が画像で表現できる. 

表-1 日本で公表された火山ハザー ドマップ35)

図一13火 山淀流に対する避難のためのGISの リンケージ

図形データ

属性データ

図一14避 難解析のための戸別リンクと道路リンク
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同時に各現象に伴う被害量の算定も容易にできる. 

さらに対象火山の噴火形態の時系列的変化に対応し, 

行政が対応すべき情報伝達や避難状況のシミュレー

ションがGIS上 で可能となる. これらをもとに避難

計画の立案や訓練が実施できるようになる. 

b)GlSの ハザー ドマップ普及や広報による活用

 従来, ハザー ドマップは紙として印刷され, 住民

に配布され, 普及してきた. この場合, ハザードマ

ップの更新は, 次回の印刷を待つしかないため, リ

アルタイム性という点で問題があった. しかし, GIS

によりハザードマップを作成すると, Web GISの 普

及により, インターネットで火山のハザー ドマップ

が保全対象や噴火形態の変化に応じたよりリアルタ

イムな形で入手することが可能なようになる. さら

に, 上記に示すように, 避難場所, 避難経路等も明

示されるため, 効果的なハザー ドマップの普及が実

現することになる. 

6. 避難 シミュレ一ション

 災害時の避難 計画を避難 シミュレーションによ

り解析評価する研究は, 高橋ら36)や高樟ら37)の成果

が知られている. これらは数値シミュレーションに

よる時間別の氾濫区域の変化を避難経路選択に反映

させた避難計算の有効性を示し, 個人の災害意識, 

経験等の違いをモデル化して避難行動を再現する避

難シミュレーション手法を開発している. 

 この手法をふまえ, 地理情報システム(GIS)の 図

形情報 と属性情報 のリンケージデータベース(図
-13), 演算, 表現機能などの特徴を生かし, 災害時

の避難時間を計算する手法, 避難計画の分析および

評価手法について示す. ここでは, 1926年 の十勝岳

の噴火による大正泥流により, 甚大な被害を受けた

北海道上富良野町を事例に報告する. 

(1)GlSデ ータベースの構築

 GISデ ータベースは, 都市計画図(1: 2500), 富良

野町基本図(1: 5000)を もとに構築した. データベ
ースは, まず図一14のように道路ネットワークを作

成し, 道路のリンクとノードの属性テーブルを作成

し, 戸別リンクに住民の男女別. 年齢階級別人数構

成をノード属性として入力する必要がある. 表-2に

構築したネットワークの概要を示す. 

 さらに, 道路ネットワーク以外の図形情報として, 

等高線, 河川, 鉄道, 建物等を基盤データとして入

力し, 19座標第VII系で座標を統一した. 表一3に避難

解析用GISデ ータの一覧を示す. 

(2)避 難走向速度の算定

 避難場所が近くになく遠隔地への避難が必要にな

る場合, さらに自動車の利用が日常化している地方

都市の場合, 災害の種類によっては自動車による避

難行動が十分考えられるため, 避難計算では歩行避

難と自動車避難 の両ケースについて検討することが

重要である. 

a)歩 行避難速度の算定

 災害時の歩行速度は避難時の環境, 避難の形態, 

災害種類等から影響を受ける. この研究では, 上富

良野町の協力を得て, 避難訓練時のビデオにより, 

表-2 上富良野道路ネットワーク概要

表一3 避難解析のためのGISデ ーター覧

図一15平 均速度計算モデル

(1)L≧Lcの 場 合

(2)L<Lcの 場 合

表一4 避難シズテム評価の指標
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避難歩行時間を計測した. 対象は82グ ループ, 209

人である. この結果によると, 平均歩行速度は

1. 26m/sで あり, これらの平均歩行速度は高橋ら36)

とほぼ同じ値である. 

b)自 動車による避難速度の算定

 一般に, 都市市街地のような多数の短いリンクで

構成される区間の自動車走行速度の特性に関する研

究はほとんど事例がない. そこで, これらを明らか

にするため, 自動車走行実験により, 短いリンクの

走行距離に対する平均走行速度を計算するモデルが

開発されている38)(図 一15). 

 この実験によれば, 基本走行パターンは加速期. 

定速期 ・減速期の3つ の段階に分けることができ, 

走行距離が短い場合には加速期 ・減速期の2っ の段

階のみとなることが明らかとなった. そこで, 実験

の結果得られた加速 ・減速パターンを直線近似し, 

任意の運転区間の平均速度を区間長の関数として定

式化し, モデルを開発した. このモデルにより, 上

富良野町を例に平均速度計算モデルと比較し, この

モデルの方が現実的な走行速度を算出可能なことが

明らかになった. 

(3)避 難行動のモデル化とシミュレーションプロ

 グラムの開発

 本研究では 「避難すべきかどうか」, 「どこに避難

すればよいか」等の災害時の住民が行う迷いと判断

はないものとし, 「住民は避難勧告と同時に避難を開

始し, 最寄りの避難所へ最短経路を通って移動し, 

避難所ノー ドにたどり着いた時点をもって避難完了

とする」という仮定のもとに, 避難解析の検討を実

施した. 

a)最 適避難所および避難経路の選定手法

 最適避難所および避難経路は, GISに より構築 し

たネットワー一ク情報をもとに, P-Median問 題として

最短距離法により求めた. P-Medianは センター位置

(避難所)か ら需要位置(住 民世帯)ま での移動費

用(避 難時間)の 総和が最小になるようにP箇 所の

センターを配置する問題である. 

b)動 的避難時間の計算プログラムの開発

 配分の問題として避難時間を解析するには, 避難

の混雑度が大きな意味を持つ. そこで, 避難計画の

評価のため, 静的避難時間(SET)と 動的避難時間

(DET)を 検討し, その差としての混雑(Delay)の

図一16 計画と計算による避難所への人数の割当

計画による避難区域  計算 による避難区域

(入口2箇 所別々に配置)

表一5 最短距離割り当ての効果

図一17避 難者数と避難時間の関係(概 念図)

許容避難時間(Ta)
 避難者分布曲線

現況の計画
避難計画改良後

 E 避難完了時間
 Ia 許容避難時問
 b 現況の平均避難時問

 8 改良後の平均避難時間
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概念を導入した(表一4). 静的避難時間(SET)と は, 

最短経路を所定の速度で避難した場合の総経路長に

対する単純な移動時間である, 動的避難時間 (DET)

とは歩行の場合には群衆密度の増加に伴う速度の低

下と疲労による歩行割引率39)を考慮した避難時間, 

自動車の場合には交通容量40)を考慮 して経路に進

入できる台数を制限した避難時間のことである. こ

の混雑(Delay)の 概念により避難計画や避難インフ

ラの偏 りや避難の円滑性を評価することが可能であ

る. 

(4)最 適計算によるケ-ス スタディー

 上富良野町は地域防災計画で31ヵ 所の指定避難

所を定めている. このうち1996年2月29日 実施の

防災訓練で対象となった18ヵ 所の避難所を対象に, 

作成したモデルで避難シミュレーション計算を実施

して, 避難計画と計算結果を比較した. 

a)最 適避難所の検討

 上富良野町の市街地を対象に, 地域防災計画によ

る避難計画と計算による避難者の配置を比較すると, 

避難計画人数778人 のうち, 計算で最短と割 り当て

られた人数は441名 であった. 図一16は避難計画で

最大収容人数の西小学校を例に, 避難計画と計算に

よる避難者の配置を図示したものである. 避難計画

で西小学校の南部に割り当てられている避難者には, 

西小学校よりも近い避難所があることになる. 

b)最 適避難経路の検討

 西小学校への避難の場合, 避難計画では最遅静的

避難時間(SET)が670. 1秒, 最遅動的避難時間(DET)

が671. 3秒 で, 混雑(Delay)は1. 2秒 であった. ま

た, 平均避難時間にしても, SETが451. 6. 秒, DET

が456. 8秒 で, Delayは 約5. 2秒 となった. 

 これらのDelayは 避難時間の0. 2～1. 1%に 当た

る. 一方, 計算により最短経路による割り当ての場

合には, 最遅延避難時間は避難計画と同じで, 平均

避難時間はSETが365. 9秒, DETが368. 8秒 で, Delay

は2. 9秒 で0. 7%に当たる. したがって, これらの結

果は, 西小学校への避難の事例では, 避難路等の避

難インフラと住民の配置がバランスよく, あまり混

雑が問題になることはなく, 実用上問題はないこと

を示している. 

c)最 短距離割り当ての避難の効果

 上富良野町の危険区域の全住民2, 121世 帯, 5, 902

人を対象に, 避難計画による避難時間と計算による

避難時間を比較すると表一5のようになる.

 表一5によると, 避難時間を最短距離に適合するよ

うに避難割 り当てを変更すると, 避難計画と比較し

て最遅避難時間が4分2秒, 平均避難時間が約2分

25秒短縮される. さらに, その割り当てで避難先が

異なるのが967世 帯, 2, 749人 で, これらの平均短

縮時間は約5分11秒/人, 最大短縮時間が28分8

秒避難計画という結果になった. これらの短縮時間

は, 泥流の発生後から危険区域に達する時間が実績

や泥流数値計算によると約20分 であることを考慮

すると, 非常に大きい. 

(5)避 難計画の評価に関する提案

 現在, 避難計画は各地方自治体の地域防災計画に

組み入れられている. このため, 避難所や災害時に

利用できる避難路が指定整備されていると, 避難時

間と避難者の関係は図一17の破線のような分布にな

ることが予想される. しかし, 火山泥流災害の場合

は, 火山泥流が危険区域に到達する時間を過去の泥

流の実績や泥流シミュレーション等から想定するこ

とが可能なため, 許容避難時間(Ta)を 設定するこ

とができる. 

 しかし, 避難時間の分布が許容避難時間を上回っ

ている場合には避難所や避難路等の避難施設の充実

により, 避難者と避難時間の分布を図一17の実線に

示すように向上させることが可能である. 

 このようにして, 災害時の避難というソフト対策

が可能になり, 避難計画を評価することが可能にな

図一18火 山砂防の基本フレーム41)

隆雨対応砂防計画: 降雨による土石流等の土砂移動による災害の

 防止軽減

嬉火対席砂防計画: 噴火に伴う火山泥流等の土砂移動による災害の

 防止軽減

△ート対策: 砂防施設を配置し, 流出土砂の捕捉 ・導流などによる対策

ソフト対策: 土砂移動発生監視 ・情報提供等による警戒避難対策の支援

表一6 火山砂防計画で対象とする土砂移動現象の特性
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る. このような避難のためのインフラ施設は, 災害

時以外は地域生活に密着した活用が可能であり, 災

害時は避難のための施設として使用可能であり, そ

の投資効果は非常に高いことになる. 

7. 火山砂防施設の計画と設計

 火山防災施設は広義には避難壕 や避難道路あるい

は警戒避難のための観測 ・情報機器等も含む. 土木

工学的には火山山麓における土砂災害防止軽減のた

めの火山砂防施設が代表的な構造物である. 

 火山砂防施設は, 火山噴火に伴う土砂移動現象に

対して, 流出土砂量の低減 ・流下方向の変更等によ

って, 保全対象地域の土砂災害の防止 ・軽減を図る

ために配置される. しかし火山噴火は, 発生場所 ・

現象 ・規模を特定しにくいため, 全ての現象に対し

て予防的に砂防施設を設置することは困難である. 

そこで, 特定できない災害現象に対しては, 現象の

モニタリングや警戒避難対策等のいわゆるソフトな

対策がとられる. 一方, 噴火に伴う土砂災害はその

規模が降雨による土砂災害より大きくなることが多

く, 大規模な施設が要求されるが, その効果にも限

りがあることに注意を要する. 

(1)火 山砂防の概念

 火山地域における災害は様々な形態をとり, 複合

的であることが多い. これに対応するため火山砂防

基本計画が検討され, その内容に基づいて施設計画

等が進められる, 

 火山砂防基本計画とは, 火山地域における降雨あ

るいは噴火に起因した土砂災害を防止 ・軽減するこ

とを目的に実施する砂防事業を, 計画的 ・経済的に

進めるため, 整備目標や土砂処理方法等の基本方針

を整理したものである(図 一18). 

 火山砂防計画で対象としている土砂移動現象は, 

降雨による土石流の他, 火砕流や火山泥流, 溶岩流

等, 多種多様であり, 移動土砂量が大規模で, 特に

噴火期間中や直後に連続的に発生する等の特徴があ

る. そのため, 砂防施設による土砂コントロールに

限界があり, すべての土砂移動を抑制することはで

きない.

 砂防計画では計画対象土砂量を設定して, これら

の処理を図る計画を立てる. 

 従来の砂防計画では, 生起確率で評価される想定

規模降雨による土砂移動量を推定し, それを砂防施

設で調節 ・抑制することを前提に, 計画対象土砂量

を設定している. 

 火山砂防では, 降雨対応と噴火対応の双方でそれ

ぞれ, 計画対象土砂量が設定される. 

(1)降雨対応砂防計画: 大規模降雨時の土砂量+(特

に噴火中/直 後の連続発生土砂量)

(2)噴火対応砂防計画: 碧定される土砂移動現象毎に, 

噴火実績等に基づいて計画対象土砂量を設定する. 

すなわち, 複数の現象が発生すると想定されれば, 

複数の計画対象土砂量が存在することになる. 

 また, 火山砂防施設で対象とするのは, 基本的に

「ながれ」現象が主体であるが, それぞれの流動メ

カニズムや挙動特性が異なる(表 一6). 

 このような土砂移動現象ごとの流動特性の相違は, 

砂防施設の計画 ・設計時におけるターゲットを決め

にくくしている原因の一つである. 

(2)火 山砂防施設計画

 火山砂防基本計画に基づいて直接土砂処理を行う

砂防施設計画が立てられる. 

 砂防施設による土砂処理は, 図一19の ような方法

によることが一般である. 

表一7 砂防施設の種類と機能

○: 主たる機能, △: 場合によって期待される機能

図一19 土砂処理計画の概念
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a)火 山砂防施設の種類と機能

 火山砂防施設は, 従来型の砂防施設と類似した構

造物であるが, 対象とする土砂移動規模に応じて大

規模 となることが多い. 表-7に 主要な砂防施設の種

類と機能を列挙する. 

b)施 設配置計画

 計画の対象とする土砂移動現象の特徴に合わせた

施設効果を考慮するため, 各現象ごとに配置方法が

異なる(図-20に 代表例を示す). 

c)計 画土砂収支

 施設効果は基本的には土砂量コン トロールであ

るため, 土砂収支を計算して所定の土砂量を処理で

きるかどうかチェックする. ただし, 量的検討のみ

では詳細な確認ができないため, 数値シミュレーシ

ョン等によって土砂処理状況をチェックする. 

 ただし, 数値シミュレーションにも次のような課

題が残されている. 

(1)土砂移動モデルが充分に解明されていない現象に

対する施設効果の把握に課題がある. 例えば火砕流

対策施設では, 粒子の停止条件が未解明であるため, 

施設配置後の計算結果を定量的に解釈することが困

難である. 

(2)2次 元シミュレーションでは, 地形量をメッシュ

データで取 り扱い, 微細な地形変化はメッシュサイ

ズに規定されて表現できない. とくに, 複雑な構造

をもつスリットダムは形状が表しにくいため, その

効果は別の方法で把握する必要がある. 

(3)数値計算は初期条件によって結果が左右され, 複

雑な流出過程が想定される火山災害時の想定条件に

よって施設効果が異なる. そのため, 適切な計画シ

ナリオを設定することが要求される42). 

(3)火 山砂防施設の設計と課題

a)多 機能型火山砂防施設の設計外力

 火山砂防施設が対象とする異なる複数の土砂移動

現象に対処するためには, 土砂処理場の位置付けを

考慮する必要がある. 

 その場合の構造物の設計外力設定手法が未確定

である. 複数の土砂移動現象を対象とする砂防施設

の計算に用いる外力(流 体力, 水圧, 土圧, 地震力

等)は, 通常最大値を採用すべきであるが, それぞ

れの現象ごとに発生の期待値が異なるため, これら

を総合した適正な設計外力を設定することが難しい, 

 火山噴出物はその組成にもよるが, 土木材料とな

り得る. 実際に雲仙普賢岳では, 現地発生材料を用

いた砂防構造物が施工されている. その設計方法に

ついては技術基準が整備されておらず, 現場独自の

対応で進めているが, 構造物そのものの議論と同時

に設計外力についても考慮すべき点が多い.

b)火 山砂防施設の維持管理と機能保全

(1)土砂移動が集中的に発生する期間の捕捉容量確

保; 噴火活動が継続 した場合, あらかじめ準備した

砂防施設の土砂捕捉容量が不足することが予想され

る. 捕捉容量の確保は重要な課題であり, 砂防ダム

図-20 火山泥流対策砂防施設の配置概念41)

無施設の場合の火山泥流の流下 ・堆積範囲

施設完了後の火山泥流の流下 ・堆積範囲
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や遊砂地堆砂の掘削(除石)工の実施や, 応急的な遊

砂地の建設などが実行可能な方法になる43). 後者は

広大な土地の準備が必要であり, 土地利用の高度化

した地域では困難である. 除石工のタイミングと掘

削土砂量は, 連続的な流出土砂量予測に基づいて, 

いくつかのパターンを想定する必要がある. 雲仙普

賢岳の例では, 実績降雨パターンに基づく土砂量予

測から必要除石量や限界等が検討された44). 

(2)土砂掘削方法と作業効率の向上; 通常の土砂掘削

方法はブル ドーザ ・バックホウ. ダンプ トラックの

組合せにより, 集土 ・積込. 運搬のサイクルで実行

される. これらの土工機械の能力が作業効率を支配

するが, 緊急時に大量の土砂を掘削運搬するために

は, より効率的な工法を検討する必要がある. 

(3)土捨場の確保; 掘削土砂の処分場の確保の問題は

通常の土工作業でも生じるが, 災害時の緊急的な土

捨場の確保はより深刻な問題である. 土地提供者や

環境悪化等の問題についての事前調整が必要であろ

う. 

c)火 山活動静穏期の利活用

 火山砂防施設は, 非噴火期間には一見無用の施設

と見られがちである. もともと防災施設のもつ宿命

ではあるが, 公共事業として実施する以上は, 複合

的な効用をもたらす施設であることが望まれる. こ

の問題については, 次のような視点が必要である. 

(1)恒久施設として施工される火山砂防施設が, 火山

活動期と静穏期の推移の中で位置付けられる必要が

ある. そのためには, 過去の活動履歴に基づく噴火

発生間隔が参考となる. 例えば, 北海道の有珠山で

は20～30年 間隔の噴火が予想されてお り, 砂防計画

や施設の規模はこれらに対応して検討される必要性

がある. 

(2)火山砂防施設は大規模となる場合が多く, 施設の

配置による環境 ・景観等への影響についても考慮す

べきである. 特に活火山地域は名勝地が多く, 静穏

期の観光事業との連携など, 積極的な対応法も考え

られる. 

(3)ハード対策の実施のみですべての土砂移動現象に

対して, 安全が図れるわけではない. 砂防施設の効

果には限界があるので, 危険区域は土地利用規制に

よって非居住区域とすることが望まれる. その際に

地域開発と振興(復興)との関連を充分に議論すべき

である. また, 法制度の整備も望まれる. 

 砂防施設は防災施設であると同時に公共施設でも

ある. 特に土砂移動の生じにくい静穏期には, これ

らの利活用に関する計画を住民参加のもとで検討し

たい. 

(4)今 後の展望

 火山砂防は, 広義の火山防災の中に含まれる工学

的な分野での防災事業とみなすことができる. ソフ

ト対策は防災消防分野との連携が必要であるし, 社

会学的 ・心理学的な対応も組み込まねば, 万全を期

すことは困難であろう. 現在の公共事業体系の中で

は, ソフト対策について火山砂防は補助(支 援)的

な立場でしかない. ハー ド対策に関しても, 大噴火

時のような輻較した災害現象に対する効果には限界

がある. 

 当然ながら, 火山砂防事業の実施によって相当の

被害軽減が図られる場合もあるし, またそうでない

こともある. この問題を解決するためには地域性や

特殊性の克服が重要であろう. また総合的な火山防

災の一翼を担うためには, ここで論じた課題の解決

を図ることが重要である. 

8. 火山防災対策の体系化

(1)フ ェイズと事態想定

 火山災害は, 個々の火山によって, また同一の火

山でも噴火の形態が著しく異なることがあるため, 

災害の展開は一定のシナリオで類似化しにくいとい

う特色を有している. 本章では, 過去に発生した火

山災害の事例を踏まえ, 火山災害の展開を時間軸で

捉え5つ のフェイズに区分し, 各フェイズごとに要

求される防災活動から事前に計画あるいは整備すべ

き火山防災対策の全容の体系化を試みる. 

 体系化した試案表一8は, 1998年11月29日 に開か

れた第5回 岩手山火山災害対策検討委員会で公表さ

れた試案を若干改訂したもめである. 

a)活 動活発期

 火山観測データから, 普段とは異なる活動の活発

化を読みとることができる現象が表れる時期である. 

この時期は予想される災害に対してあらゆる準備を

行なう時期であり, 当然, 被害を軽減するための防

災対策を実施する期間でもある. 具体的には, 火山

の観測はもとより, 起こりうる事態の想定や地域住

民への啓発 ・教育活動等が必要になる. 

b)異 常逼迫期

 観測データに急激な異常が継続的に表れ, 場合に

よっては噴煙, 火山灰の噴出等が観測され, 噴火の

危険性が高まっている時期である. この時期は, い

つ噴火をするか分からないことから, 各種の観測計

を強化したり, 入山規制などの活動が必要になる. 

c)緊 急避難期

 噴火現象に伴い, 噴石, 火砕流, 溶岩流, 泥流等
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が発生し, 人体が危険にさらされるため, 避難を余

儀なくされる時期である. つまり, 直接的な被害が

発生する危険性の高い時期である. したがって, こ

のフェイズでは, 人的被害の発生を防ぐための対策

が重要で, 避難と医療活動を最重要対策と位置づけ

ることができよう. これら2つ の具体的な活動には, 

避難勧告地域や警戒区域の指定, 避難働告等の判断, 

避難情報の伝達, あるいは負傷者が発生したときの

応急救護や後方医療機関への搬送等が含まれる. 

d)応 急生活期

 噴火現象の継続の有無に関わらず, 被災者が発生

している場合は, 一日も早く応急生活を安定させな

ければならず, この時期を応急生活期と呼ぶことに

する. この時期は応急的な生活の維持と恒久的な生

活の再建に向けた準備が重要な活動になる. この時

期の各種活動の成否が, 生活再建の立ち上がりの時

期とその内容を決定するために非常に大切な期間と

いえる. また, 堆積した火山灰によって土石流が継

続的に発生し, 被害の拡大が予想される場合には, 

応急的な砂防事業が必要になる. 

e)生 活再建期

 噴火沈静の見通しができ, 砂防計画等の防災事業

の策定に伴い, 具体的な生活再建のプログラムを作

成する時期である. 生活再建は, 場合によっては災

害前に居住していた場所に戻れるケースと移転を余

儀なくされるケースに分かれることが考えられる. 

この時期から, 農地の復旧や本格的な砂防事業など

が開始される. 

 これら5つ のフェイズの時間的な設定は, 噴火現

象によって大きく異なるため, 一律にはできない. 

しかし, 災害全体は, おおよそこれらの5つ の段階

を経て推移することが考えられることから, 事前対

策の全容は, この段階ごとに検討を行うことによっ

て整理できる. 

(2)事 前対策の項目と内容

 フェイズごとに必要となる活動に対応する事前対

策を検討するために, 以下の4つ の対策項目を設定

した. 

a)施 設 ・設備系

 この対策は, 通信系の設備や道路. 建築系の, い

わゆるハー ド系の対策である. 具体的な例としては, 

避難対策関係の火山の観測システムや避難路 ・シェ

ルター, 2次 的な被害拡大防止対策の砂防計画等が

含まれる. 

b)調 査系

 調査は, 防災計画の策定を始めとしてすべての防

災対策の前提となる作業である. 特に噴火現象の予

測は, 防災対策全般の基本となる重要な調査である. 

つまり, 防災対策の基本方針を決めるためには, 噴

火がどのような形態で発生し, その影響がどの範囲

まで及ぶのかを予測(ハ ザードマップ)し, 発生す

る被害を想定しておく必要がある. 災害は, 発生す

る季節, 時間によって大きく左右されることから, 

起こりうる事態を時間軸で想定した災害シナリオを

策定することが望まれる. 

 発災直後に必要になる応急対策を円滑に行うため

には, あらかじめ地域内の防災力を把握しておくこ

とが重要である. 例えば, 冬期に備え暖房設備のあ

る避難所の選定と収容可能人数, 道路に堆積した土

砂を除去するための重機の保有先, 医療機関別専門

別医師数, 暖房器具の流通ストック, 水 ・食料の調

達先等が挙げられる. 

 的確な防災対策を実施するためには, 住民の危機

意識の実態や行政がPRし ている対策についての周

知度調査も必要である. さらに噴火後の砂防事業等

の公共事業に備えるためには, 公共事業想定区域の

地権者調査等も行っておくべきである. 

c)対 応計画系

 対応計画は, 発災時の被害軽減や応急活動を迅速

に行うためのルールおよびシステムである. 例えば, 

観測情報に基づいた避難情報の伝達のシステム, 避

難対象区域の指定, 避難場所とその割り当て区域, 

負傷者に対する医療計画, 被害調査の方法, 避難場

所の運営計画, 水 ・食料の調達配給計画, 緊急物資

等の輸送計画, 交通規制計画等が対応計画に該当す

る. 

d)啓 発 ・訓練系

 地域の防災力を高めるためには, 災害に対する住

民の意識や知識を向上させることが重要である. こ

のためには, 火山災害の噴火のメカニズムや二次的

な被害を軽減する上で必要な砂防事業等の防災事業

に対する正しい知識を住民に学習してもらうことが

不可欠になる. また, 行政の作成した避難計画にし

たがって訓練を行い, 訓練を通じて具体的な避難行

動を知ってもらう必要もある. 

(3)体 系化に向けた展望

 表一8から防災対策を体系化する方法としては, 各

フェイズ別に整理する方法, また, 事前対策の4項

目毎に整理する方法, さらにはフェイズやハード・

ソフトの分類に関わらず, 情報, 避難 医療, 避難

所, 物資というように各応急活動別に体系化する等

いろいろ方法が考えられる. 

 この体系化については, 防災対策を実施する機関

によって各々目的が異なることから, その目的に応
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じて内容がその都度組み替えられるべきものと思わ

れる. 今後重要なのは, この全体のマ トリックスを

作成する上での基本的な考え方と内容に関する精度

をいかに高めるかであるといえる. 

9. 火山災害と被災者救済法

 これまでの火山災害等の自然災害による被災地域

の復興は, 国等行政の実施する公共事業が中心とな

っていた. しかし, 地域社会を形成する中核は, 「地

域住民」という人的存在であり, 公共施設という物

的存在ではない. すなわち, 被災地域の復興は, 「被

災者の自立復興」を最終目的とするものであり, 公

共事業はその最終目的の手段にすぎないのである. 

したがって, わが国の将来の災害対策法制度は, こ

の点についての理念を確立し, 人的存在を中心に捉

えたものとしなければならず, 究極的には, 災害復

旧のための公共事業の推進と被災者救済システムを

絡めたものとしなければならない. 

 わが国の現行の災害対策関連法規は, 過去の様々

な災害のたびにツギハギ的に創設されてきたもので

表一8 火 山防災対策の体系化

(第5回岩手山央山災客対策検討委員会資料 改訂)
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あり, 体系的な整備がなされておらず, 災害対策 ・

復興対策に関する法制度の理念が明確にされていな

い. そのため, 災害対策基本法63条1項 の警戒区域

の設定が問題となった雲仙岳噴火災害では, その設

定に伴う経済的損失の補償制度がなく深刻な事態を

招いたのであり, 阪神 ・淡路大震災等では, 国 ・地

方自治体として, 被災者の自立復興(住 宅再建. 生

活再建 ・生業再建)の ための経済的条件を整えるこ

とができなかった. 

 被災者の自立復興を検討する場合, 災害後の時間

的経過に従った対策を考える必要があるが, その点

については, 概ね次のように整理することができる. 

 応急対策一災害直後の衣食住の確保等

 復旧対策一道路 ・港湾 ・学校. 農業施設等の

 公共施設の復旧事業等

 復興対策一被災者の住宅再建 ・住居の確保 ・

 事業者の事業再建等

 応急対策については, 主に災害対策基本法 ・災害

救助法等により対処するシステムになっている. 復

旧対策については, 本来災害対策を前提としないも

のも含めて各省庁の各種事業等により対応すること

が多い. 問題は復興対策である. 復興対策としては, 

被災者個人に対する防災集団移転促進事業 ・災害対

策資金貸付制度等が僅かながら存在するものの, わ

が国では自助努力原則が絶対視され, 被災者個人に

対する救済システムが完備していない. 1998年5月

には極めて画期的な法律として 「被災者生活再建支

援法」が成立したが, これとて内容的に十分という

には程遠い. また, 地震保険等の損害保険制度も存

在してはいるものの, 少なくとも地震 ・噴火 ・津波

による災害に対しては無力であるといわざるを得な

い. 

 いずれにしても被災者の自立復興を図るためには, 

被災者個人への経済的支援が不可欠であり, そのた

めの財源が確保されなければならない. すなわち, 

国等行政が直接助成金 ・補助金を支給するのか(公

的補償), それとも, 普段から国民が全員で共済掛け

金を積み立てて被災者に共済金を支給するのか(国

民共助の共済システム)等 の方法は別にしても, 何

らかの新たな法システムを創設しなければ, 災害の

たびごとの議論に終始することは避けられない. 特

に, 共済システムによる共済金支給(住 宅再建資金 ・

生活再建資金等の資金供与)制 度は, 大規模災害の

際の必要資金規模に対応することができ, しかも, 

自助努力原則から問題視されることもなく, 国民の
一定のコンセンサスさえあれば, 極めて現実的なも

のであるということができる. この共済システムの

中は, さまざまな対応を組み込むことができる. す

なわち, 住宅再建共済システムでは, 共済掛金のラ

ンク付けの基準として, 耐震構造建築か否かを取り

込むことにょり, 住宅耐震問題に対処することがで

き, また, 火山周辺の市町村などでは, 共済掛金の

ランクが高くはなるものの, この共済システムの中

から, 警戒区域設定に伴う経済的損失を補償するこ

とも可能となる. 

 わが国の災害対策法制度は, 被災地域の物的復

旧 ・復興や全体的経済政策などが中心問題とされ, 

被災者個人の生活再建(自 立復興)と いう人的側面

が軽視されてきた. しかし, この人的側面こそが災

害対策の中心であるべきであり, そのための法シス

テムの創設や拡充が将来的な課題とならざるを得な

いことを銘記すべきである. 

付表一1 火山工学小委員会第2分 科会委員構成

 五十音順, 敬称略

 ○主査
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10. まとめ

 土木学会火山工学研究小委員会の第2分 科会の活

動内容と各委員の研究内容をまとめた. 工学解析や

シミュレーションの適用によって防災アセスメント

を実施するとともに, 火山災害特性を踏まえた災害

対策を検討し, 火山対策を地震対策や風水害対策並

みに近づける努力が始まっている. 本研究はその大

枠を示した. 

 雲仙普賢岳の噴火災害の対策では, 継続する災害

に対して対症療法とも言うべき対策が進められた. 

今後は噴火災害の実態を明らかにし, 実効性のある

防災対策が望まれている. そのためには, 理学, 工

学, 社会学, 行政などと幅広い領域をカバーした本

分科会の活動の方向性は正しいと認識している. 火

山噴火に対する防災アセスメント(被 害想定)に 工

学的手法は有効で, この手法を具体的に活用したハ
ード, ソフトの防災対策の確立は本分科会のような

活動で実現しうるものと考えている. 

 本研究のとりまとめにあたっては, 1999年 度(財)

砂防地すべり技術センター研究開発助成を受けたこ

とを付記する. 
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